
2021年度 事業計画 

施設名 地域障害者相談支援センター ぽーとたまがわ・なかまっち相談室 

 

1 利用状況 

事業名：（区委託）地域障害者相談支援センター 相談予定者数 300名 

    指定特定相談支援事業         利用予定者数 200名 
 

2 事業実施状況 

（1）活動・支援の内容 

概要（地域・家族・関係機関との連携・交流を含む） 

＜ぽーとたまがわ＞ 

地域障害者相談支援センターの相談件数は、昨年度はコロナ禍の影響もあり前年度比 1.2倍と

なったが、今年度は一昨年度と同程度の月 600件、年間延べ 7200件を目標とする。 

① 基本相談支援 

・年齢、病気や障害の有無等は問わず、困りごとの相談窓口として、ご本人、ご家族、関係機関等から

の相談を受け、内容に応じた情報提供、行政・福祉サービスの利用案内、サービス利用の支援を行う。 

・個別及び家族支援は必要に応じて行政機関をはじめ通所施設やヘルパー事業所、社会福祉協議会、

ケアマネジャーなどの関係機関と連携したチーム支援を行う。 

・新型コロナウィルス感染蔓延等、様々に変化する社会環境において、心身の状態が不安定になっ 

ている在宅の一人暮らし障害者等に対し、中長期的、継続的な伴走型の支援を行う。 

② 地域包括ケアシステムの推進に向けた対応 

・地域包括ケアシステム地区展開を推進するため、玉川地域内各地区三者連携会議への参加など 

各機関との連携を深め、障害者への相談支援の中核機関としての役割を担う。 

・精神障害にも対応した地域包括支援システムが機能するように、相談者や家族へ継続的に訪問 

等を行い、信頼関係構築に努める。 

・地域移行・地域定着支援については、病院等からの地域移行に向けた相談に積極的に関与し、 

社会資源の紹介、地域の指定相談支援事業者への引継ぎなどを行う。 

③ エリア自立支援協議会事務局 

・保健福祉課と協力しながら、エリア自立支援協議会が円滑に運営されるよう努める。 

④ 指定相談支援事業者への支援 

・新規事業者に対しては、地域内の事業者の開設・運営等を支援する。 

・困難事例に対する支援として、指定相談支援事業所だけで対応が難しいケースについて相談が 

あった場合、当該事業所が単独でかかえこまないように、関係機関でチームをつくり、適切に 

チーム支援、ネットワークによる支援が行われるよう協力する。事例検討会の開催など、困難 

事例への対応を事業所間で共有し、支援スキルの向上を目指す。 

・地域相談支援事業者連絡会を定期的に開催し、お互いに顔の見える関係をつくる。 

⑤ 権利擁護のための支援 

・権利擁護の必要性や関係制度の理解を得るため、地域内で研修会の主催や他機関勉強会での講演、

イベントでのチラシ配布などを通じて啓蒙を図る。 

・「侵害されない」という消極的な権利擁護にとどまらず、障害がある方の自己決定・自己選択・ 

自立を支援し、一区民としてその人らしい生活が獲得できるよう、福祉サービス等に関する十分

な情報提供と利用援助に努める。 

＜なかまっち相談室＞ 

・担当者が計画的・効率的に必要なモニタリング、サービス等利用計画作成・更新を行う。 

コロナ禍の状況を踏まえ、直接の接触ではなく電話での聞き取りや郵送でのやり取りなどご本 

人の希望に沿って臨機応変に対応する。 
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（2）業務体制 

・施設玄関に受付ブースを設け、気軽に相談しやすく、社会資源の情報が閲覧できる環境をつく 

る。土曜日は 2名の職員をローテーションで配置する。 

・記録はプライバシー、個人情報保護に配慮し適正に保存・管理する。相談援助における利用者及

び家族に関する情報は、収集・利用・保管、いずれの過程においても適正かつ慎重に取り扱う必

要がある。情報を記した記録の使用や開示、訂正等に関する運用ルールを定め、流出等の事故を

防止するよう周知徹底を図る。 

・新型コロナウィルス感染症の今後の更なる流行に備え、厚生労働省より発出された「社会福祉施

設等における感染拡大防止のための留意点」等を参考にしながら、利用者へのサービス提供を継

続的に行う体制を整える。 

 

（3） 危機管理 

・緊急時対応及び災害時対応の体制整備に努め、細かく対応できるマニュアルを整備する。 

急変等の医療緊急時において、迅速な連携を図るための体制を整備する。 

事故や事件等の緊急時における適切な対応と、振り返りによる再発防止を徹底する。 

自然災害事故等の緊急時において、区や住民と協力し区民の安全確保とリスクの低減を図る。 

・なかまっち自立体験室と一緒に防災訓練を実施する。 

 

（4）職員研修の実施 

・新人研修、中堅職員研修など、法人全体での職員資質向上に向けた研修を実施する。 

・年度当初に研修計画を作成し、職員は計画に基づき必要な研修や講演会などに参加する。 

・相談支援専門員の実務経験資格がある場合は、研修受講を積極的に進める。経験年数の長い相 

談支援専門員が主任相談専門員の資格をとれるように研修受講を積極的に進め、複数の職員が 

資格を取得できるように努める。 

・他地域の障害者相談支援センターと連携を図り、積極的に情報交換を行い、必要な場合には実習

生の受入や派遣を行う。 

・月 1回事例検討会を行い、支援方針の共有と職員の相談技術向上に取り組む。 

 

3 重点課題と取り組み 

2021年度は以下の点を重点課題として取り組む。 

＜ぽーとたまがわ＞ 

① 災害など緊急事態下で障害がある方の生活を支える体制づくり 

新型コロナウィルス感染症の流行を含め、災害など緊急事態が起きた時に、障害がある方の 

生活に必要なことを洗い出し、どのようにサポートできるかを検討する。関係機関と連携し 

てネットワークをつくり、災害時などに少しでも安心できる体制づくりができるよう努める。 

② ICTを活用した支援 

会議などでの Zoom の活用を含め、障害がある方に切れ目のない支援を行っていくためにメール

やオンラインを活用した支援方法やネットワークづくりを検討する。 

③ マニュアルの整備 

緊急事態への対応、情報の共有方法、利用者リストの活用などセンター内で各職員の役割を 

確認しスムーズに連携がとれるように、細かい部分の流れを明記したマニュアルを作成する。 

＜なかまっち相談室＞ 

① これまで作成したサービス等利用計画が現状の生活に合ったものになっているかを見直す。 

② 効率的な運営を図り、計画相談の受託数を増やせるようにする。 

③ これまでは、地域移行支援や地域定着支援は人員不足のため取り組めなかったが、今年度より 

体制を整備して積極的に取り組む。 
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